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衆
議
院
議
員
赤
嶺
政
賢
君
提
出
公
立
小
中
学
校
施
設
の
耐
震
化
の
促
進
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

一
に
つ
い
て

公
立
の
小
学
校
及
び
中
学
校
の
施
設
（
以
下
「
公
立
小
中
学
校
施
設
」
と
い
う
。
）
は
、
児
童
生
徒
が
一
日
の
う
ち
多
く

の
時
間
を
過
ご
す
活
動
の
場
で
あ
る
と
と
も
に
、
非
常
災
害
時
に
は
地
域
住
民
の
応
急
避
難
場
所
と
し
て
の
役
割
も
果
た
す

こ
と
か
ら
、
そ
の
耐
震
性
の
確
保
は
、
極
め
て
重
要
で
あ
る
と
考
え
る
。

こ
の
た
め
、
公
立
小
中
学
校
施
設
の
耐
震
関
連
予
算
の
確
保
に
努
め
て
き
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。
ま
た
、
本
年
三
月
の
文
部

科
学
省
の
学
校
施
設
整
備
指
針
策
定
に
関
す
る
調
査
研
究
協
力
者
会
議
の
報
告
書
（
以
下
「
協
力
者
会
議
報
告
書
」
と
い

う
。
）
に
お
い
て
、
よ
り
早
急
か
つ
効
率
的
に
公
立
小
中
学
校
施
設
の
耐
震
化
を
図
る
た
め
、
全
面
建
て
替
え
方
式
か
ら
工

事
費
が
安
価
で
工
期
の
短
い
改
修
方
式
へ
の
転
換
を
図
り
、
今
後
五
年
間
で
耐
震
化
を
重
点
的
に
実
施
す
べ
き
こ
と
等
を
内

容
と
す
る
提
言
が
な
さ
れ
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。
今
後
は
、
こ
の
提
言
等
も
踏
ま
え
、
公
立
小
中
学
校
施
設
の
耐
震
性
の
早
急

な
確
保
に
努
め
て
ま
い
り
た
い
。

二
に
つ
い
て

本
年
四
月
に
文
部
科
学
省
が
実
施
し
た
耐
震
改
修
状
況
調
査
（
以
下
「
耐
震
改
修
状
況
調
査
」
と
い
う
。
）
に
よ
れ
ば
、

一



公
立
小
中
学
校
施
設
の
う
ち
、
耐
震
性
が
確
認
さ
れ
て
い
る
建
物
の
占
め
る
割
合
が
五
十
一
・
八
パ
ー
セ
ン
ト
に
と
ど
ま
っ

て
い
る
状
況
に
あ
り
、
全
国
的
に
耐
震
化
を
図
る
必
要
が
あ
る
と
考
え
る
。

三
に
つ
い
て

お
尋
ね
の
各
都
道
府
県
の
公
立
小
中
学
校
施
設
の
耐
震
改
修
状
況
に
つ
い
て
は
、
耐
震
改
修
状
況
調
査
の
結
果
を
本
年
七

月
八
日
に
公
表
し
た
と
こ
ろ
で
あ
り
、
そ
の
内
容
は
、
現
在
、
文
部
科
学
省
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
も
掲
載
し
て
い
る
。

四
に
つ
い
て

お
尋
ね
の
耐
震
診
断
実
施
率
と
耐
震
化
率
に
地
域
間
の
格
差
が
生
じ
て
い
る
理
由
に
つ
い
て
は
、
各
公
立
小
中
学
校
施
設

の
設
置
者
に
お
い
て
、
大
規
模
な
地
震
が
発
生
す
る
こ
と
に
対
す
る
切
迫
性
の
認
識
に
差
が
あ
る
こ
と
等
に
よ
っ
て
、
耐
震

化
の
取
組
に
差
異
が
あ
る
た
め
で
あ
る
と
理
解
し
て
い
る
。

し
か
し
な
が
ら
、
あ
る
程
度
の
規
模
の
被
害
を
伴
う
地
震
は
ど
の
地
域
に
お
い
て
も
起
こ
る
可
能
性
が
あ
り
、
全
国
的
に

耐
震
化
を
図
る
必
要
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
耐
震
改
修
状
況
調
査
の
結
果
の
公
表
等
に
よ
る
意
識
の
啓
発
を
含
め
て
、
設
置
者

に
よ
る
耐
震
化
の
取
組
を
支
援
し
て
ま
い
り
た
い
。

五
に
つ
い
て

二



各
公
立
小
中
学
校
施
設
の
建
築
年
、
保
有
面
積
等
に
つ
い
て
は
把
握
し
て
い
る
が
、
お
尋
ね
の
区
分
に
従
っ
て
集
計
す
る

こ
と
は
作
業
が
膨
大
な
も
の
と
な
る
こ
と
か
ら
、
お
答
え
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。

六
に
つ
い
て

協
力
者
会
議
報
告
書
に
お
い
て
、
特
に
倒
壊
や
大
破
の
危
険
性
が
極
め
て
高
い
建
物
か
ら
優
先
的
に
耐
震
補
強
等
を
図
る

べ
き
で
あ
る
と
の
提
言
が
な
さ
れ
た
と
こ
ろ
で
あ
り
、
こ
の
提
言
等
も
踏
ま
え
、
公
立
小
中
学
校
施
設
の
耐
震
性
の
早
急
な

確
保
に
努
め
て
ま
い
り
た
い
。

七
に
つ
い
て

協
力
者
会
議
報
告
書
に
お
い
て
、
設
置
者
の
財
政
負
担
が
大
き
い
公
立
小
中
学
校
施
設
の
整
備
に
つ
い
て
は
、
国
が
必
要

な
財
源
を
安
定
的
に
保
障
す
べ
き
で
あ
る
と
の
提
言
が
な
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、
こ
の
提
言
等
も
踏
ま
え
、
耐
震
化

を
図
る
た
め
の
方
策
を
検
討
し
て
ま
い
り
た
い
。

八
に
つ
い
て

設
置
者
が
行
う
公
立
小
中
学
校
施
設
の
改
築
又
は
耐
震
補
強
に
係
る
事
業
に
つ
い
て
は
、
義
務
教
育
諸
学
校
施
設
費
国
庫

負
担
法
（
昭
和
三
十
三
年
法
律
第
八
十
一
号
）
第
三
条
第
一
項
等
に
よ
り
、
こ
れ
に
要
す
る
経
費
が
国
庫
負
担
又
は
国
庫
補

三



助
の
対
象
と
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
地
震
防
災
上
緊
急
に
整
備
す
べ
き
木
造
以
外
の
校
舎
の
耐
震
補
強
に
係
る
事
業
等
に
つ

い
て
は
、
地
震
防
災
対
策
特
別
措
置
法
（
平
成
七
年
法
律
第
百
十
一
号
）
第
四
条
等
に
よ
り
、
国
庫
補
助
の
割
合
を
当
該
事

業
等
に
関
す
る
法
令
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
二
分
の
一
に
す
る
等
の
特
例
措
置
が
講
じ
ら
れ
て
い
る
。

九
に
つ
い
て

現
行
制
度
に
お
い
て
、
公
立
小
中
学
校
施
設
の
耐
震
化
に
係
る
補
助
事
業
の
実
施
年
度
の
前
々
年
度
ま
で
に
行
っ
た
耐
震

診
断
の
経
費
に
つ
い
て
は
、
国
庫
補
助
の
対
象
と
し
て
い
る
。
ま
た
、
地
震
防
災
対
策
特
別
措
置
法
に
基
づ
く
地
震
防
災
緊

急
事
業
五
箇
年
計
画
等
に
計
上
さ
れ
て
い
る
事
業
に
係
る
耐
震
診
断
の
経
費
に
つ
い
て
は
、
計
画
期
間
内
で
あ
れ
ば
国
庫
補

助
の
対
象
と
し
て
い
る
。

十
に
つ
い
て

協
力
者
会
議
報
告
書
に
お
い
て
は
、
公
立
小
中
学
校
施
設
の
耐
震
化
を
図
る
た
め
、
地
方
公
共
団
体
の
主
体
的
判
断
に
よ

る
全
面
建
て
替
え
方
式
か
ら
改
修
方
式
へ
の
転
換
を
促
す
よ
う
財
政
支
援
の
仕
組
み
を
改
革
す
べ
き
で
あ
る
と
の
提
言
が
な

さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
ま
た
、
平
成
十
六
年
十
一
月
二
十
六
日
に
、
政
府
・
与
党
で
合
意
し
、
取
り
ま
と
め
た
「
三

位
一
体
の
改
革
に
つ
い
て
」
に
お
い
て
は
、
「
公
立
文
教
施
設
等
、
建
設
国
債
対
象
経
費
で
あ
る
施
設
費
の
取
扱
い
」
に
つ

四



い
て
、
平
成
十
七
年
中
に
検
討
を
行
い
、
結
論
を
得
る
こ
と
と
さ
れ
て
お
り
、
「
公
立
文
教
施
設
費
の
取
り
扱
い
に
つ
い
て

は
、
義
務
教
育
の
あ
り
方
等
に
つ
い
て
平
成
十
七
年
秋
ま
で
に
結
論
を
出
す
中
央
教
育
審
議
会
の
審
議
結
果
を
踏
ま
え
、
決

定
す
る
。
」
と
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
ら
を
踏
ま
え
、
全
国
的
に
耐
震
化
を
推
進
す
る
仕
組
み
に
つ
い
て
検
討
し
て
ま
い
り
た

い
。ま

た
、
学
校
施
設
の
耐
震
化
等
に
対
す
る
国
等
の
財
政
支
出
は
、
一
定
の
経
済
的
効
果
を
も
た
ら
す
も
の
と
考
え
る
。

十
一
に
つ
い
て

一
に
つ
い
て
で
述
べ
た
と
お
り
、
協
力
者
会
議
報
告
書
に
お
い
て
は
、
よ
り
早
急
か
つ
効
率
的
に
公
立
小
中
学
校
施
設
の

耐
震
化
を
図
る
た
め
、
全
面
建
て
替
え
方
式
か
ら
工
事
費
が
安
価
で
工
期
の
短
い
改
修
方
式
へ
の
転
換
を
図
る
べ
き
で
あ
る

と
の
提
言
が
な
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、
こ
の
提
言
等
も
踏
ま
え
、
全
面
建
て
替
え
方
式
か
ら
改
修
方
式
へ
の
転
換
を

促
し
、
耐
震
性
を
確
保
す
る
方
策
を
検
討
し
て
ま
い
り
た
い
。

五


